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竹内正毅福井県地方自治研究センター理事長挨拶 

 今年の暑さは頭にくることが

多いのですが、ＮＨＫはオリン

ピックの放映ばかりで大事なニ

ュースをほとんど流していませ

ん。国会での議論や、また、国

の「環境・エネルギー懇談会」

で中部電力の課長は福島原発の

事故で直接死んだ人は一人もい

ないなどと発言しています。原

発で出された大量の放射能が将

来どう影響していくかはよく分

かっていません。老人健保施設

では何人もの人が亡くなっていますし、農業や酪農も先行き不安で自ら命を絶つ方も多数

おられます。また、今でも１６万人の方が避難生活を送っていますが、そうした姿を想像

できないのではないでしょうか。総理官邸前のデモもようやく最近報道がされるようにな

りましたが、当初、野田総理は「大きな音がしているね」などと人ごとのように喋ってい

たそうです。消費税の値上げの問題も、自民や公明の言いなりとなって、自民党は増税で

５兆円を公共事業に使っていきたいという記事もあります。社会保障の充実ではなく社会

保障が削られて公共事業が拡大するのではと心配しています。岡田副総理や財務大臣は今

回の消費増税は第一歩で、再増税含みの国会の委員会答弁もしています。少しは野田総理

も弱いものの立場に立った政治をして欲しいものです。今日は税と社会保障の一体改革に

ついてしっかり学習して、これがどう進んでいくのか勉強していきたいと思います。 
 

澤井勝氏 

 専門は地方財政論ですが、奈良女子大学の前は北九州大学の法学部で公共政策論を５年

程やっていました。立命館大学では地方財政論を同志社大学では地域政策論をやっていま

した。元は地方自治総合研究所という民間の研究所に２０年程いました。自治労中央本部

の付属機関です。入ったのは１９７４年です。そこで地方財政分析をやっていました。そ

の縁で福井県本部の方には度々お邪魔しました。中央本部では県財政・市町村財政・病院

財政などを具体的にやりましたので、税制の議論には様々にかかわってきました。 
 社会保障・税一体改革の素案（表 民主党政権の社会保障改革案）ですが、今年初めに

政府与党がつくったものです。朝日新聞が報道したものを雑誌『世界』が載せています（朝

日新聞夕刊 2011 年 12 年 16 日報道：峰崎直樹内閣官房参与作成「民主党はなぜ消費増税に
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舵を切ったのか」雑誌『世界』2012 年 3 月 131P）。その『世界』3 月号に北海道大学の宮

本太郎さんと千葉大学の広井良典さんが素案についてそれぞれ論文を書いています。宮本

太郎さんは自公政権（福田内閣、麻生内閣）時代も、2009 年に民主党が政権に着いてから

も、政府の社会保障制度に関する審議会の中心的メンバーでやってきました。素案につい

ては作る過程ではかんでいらっしゃると思います。福祉国家論では一番です。現行の三党

合意に基づく政府案には批判的ですが、議論にかかわったという責任を含めて書いており

参考になります。広井良典さんはボランティア論・福祉社会論を展開していました。中身

は哲学的です。２人の議論を紹介しながら社会保障と税の一体改革についてお話しします。 

 

１ ３党合意の中身は 

 主な論点が「社会保障制度改革国民会議」の方に投げられていて結論がはっきりしない

のです。３党合意の中身は、国民会議で議論しようと言う中身が多いわけです。はっきり

しているのは「消費税引き上げは 2014 年 4 月に 3%、2015 年 10 月に 5%引き上げる」と
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いうことだけだというような報道論調ですね。とにかくこの税率と実施時期については決

まっています。しかし、これをいつ実施するかはその時の政権が決めるという合意もあり、

これも決まっているが、また決まっていないともいえます。実施は「経済状況によって判

断する」ということなのです。消費税を上げるときには駆け込み需要が発生します。5％上

げるときには課税する前に買おうと言う動きが発生します。駆け込み需要があるので、上

げた後は反動で売上が落ち、１年くらい景気が悪くなります。それがどの程度続くかです

が、前回 3%から 5%に上げたときは７～８ヶ月で回復しました。経済状況が悪いときに税

率を引き上げるとリアクションが大きいのではないかということがあり、経済状況を見な

がら判断するということです。 
今の経済状況をどう見ますか。６月の短期経済観測では少し良くなっている。失業率も

０．１改善されています。有効求人倍率も０．０１良くなっている。しかし、生活実感で

は良くなっているようには思えません。経済指標と我々の生活実感はこの間ずれたまま来

ています。景気判断は難しい。しかし、世界全体から見ると、完全失業率４．５％という

ことで日本はいいのです。アメリカは７％台、ヨーロッパは１０％台ですから。若者（２

０歳台前半）で５．４％です。イギリスは１０％を超えています。ロンドンオリンピック

のメイン会場はスラムです。ブレア政権がオリンピックを持ってきてスラムクリアランス

といって再開発した地区です。そこにコロシアムを作ったので追い出されたと反発する人

もいます。失業率では日本は優等生なので円高になります。円は強いということになりま

す。実感とはずれています。 
 

２ 消費税全額を充当しても不足する社会保障経費 

 社会保障関係では１）年金、２）医療、３）介護、４）子育てで、 税制改革は所得税

の引き上げ・資産課税、金融機関課税の強化、相続税の強化などです。税と社会保障の一

体改革は、社会保障の仕組みを変え、社会保障の改革をするので税制を改革するというの

が政府の言葉です。税の再配分効果を高めるというのが一つの狙いです。消費税の増税分

は従来の「高齢者３経費」（年金、医療、介護）の費用に充てる。これは毎年度政府が予算

を作りますが、予算総則に書いてある。消費税を作ったときの約束です。消費税は建前上

は３経費に充てることになっています。今の実績では１％で２．５兆円ですから、５％で

１２．５兆円が充てられていることになります。ですが、実際に、年金、医療、介護に充

てられている金は２５兆円ほどです。消費税全部を充てても不足しているのです。今年度

国の予算は８８兆円で、国債が４０兆円、税金は４０兆円しかありません。県の財政が国

のようなら大変です。地方債は１０％程度です。今回は消費税５％増税すると１２．５兆

円くらい税が入ってくる計算です。それでも、かなり足りない。それで岡田副総理は１５％

にしなければならないとちょろちょろ言っていますが、そのようなことは言ってはいけな

い。１０００兆円の借金があって大丈夫なのかという問題ですが、日本の国債はおおむね
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内国債です。政府の借金は国民の債権です。一応裏表が合っています。ギリシャ・スペイ

ンは他の国が持っているので、簡単に売り抜けられてしまいます。そうすると、国が破産

します。日本も国民が買い切れなくなって、外国が買うようになると、ギリシャ・スペイ

ンのようになる心配もあります。 
 

３ 「高齢者向け」だけから「子育て経費」への大きな転換 

方向として、社会保障３経費

に加えて予算総則に「子育て支

援」を書くということです。こ

れは重要な転換です。いままで、

福祉というのは高齢者向けで

した。生活保護も４割が高齢者、

それと介護、年金です。福祉は

高齢者の議論でした。それ以外

のところは企業が支えてきま

したが、１９９０年代以降その

構造が壊れて、グローバリゼー

ションで企業に余裕がなくな

った。私はＮＰＯ法人あったかサポートの理事長をしていますが、労働相談をしていまし

た。今は社会保険労務士などによる労働教育の出前講座をしています。京都府内の高校・

定時制高校で、労働基準法の話、費用明細書の読み方などを教えています。みなさんは労

働法をどのくらい知っていますか。労働法規というのは若い人が生きる知恵です。この仕

組みを活用すれば助かる話は沢山あるのですが、知らないとブラック企業にいいかげんに

されて「私が悪いから」だとなってしまいます。 
そのような子供の力をどう育てていくかにまで目がいかなかった。高齢者向けの議論は

ありましたが、若い人が結婚して子供を産んで育てる経費にはこれまで国全体として社会

保障関係経費としてあまりみてこなかったわけですが、それを変えなければならないとい

うことで、子育て経費を国の予算総則に入れるということで、この方向は３党合意でも入

れられています。重要な転換です。子供子育て支援に７０００億円を充当する。内訳とし

て２０１４年までに三歳未満児への保育サービス利用者２７万人、放課後児童クラブ利用

者を３０万人、地域子育て支援拠点２９００ヶ所増などです。これは３党合意の中で具体

的施策が削られたと思います。我々は民主党政権が考えた高齢者３経費から社会保障４経

費への転換は大きな転換なのでそれを具体的に、地域においてフォローしていかねばなり

ません。しかし、地域から変えていくことには関心が強いとは言えない。みんな国会・霞

ヶ関で政策が決まると思っているのです。社会保障４経費のうち、年金は国の仕事です。
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医療は相当が自治体の仕事です。県立病院、市町村病院、国保病院、国民健康保険、介護

は自治体の事務です。昨日は大和郡山市で勉強会をしました。地域包括支援センターは高

齢者の相談窓口でケアプランなどを作りますが、センターが３ヶ所あります。各センター

からケアマネージャとか保健師とか介護士などが集まり、障害者福祉課の担当主査を呼ん

で、障害者福祉の勉強会をしました。介護保険は６５歳からですが、障害者は６５歳まで

どうするかです。これは今でも現場で大混乱しています。障害者福祉支援サービスではデ

イサービスに週５回行っていたものが、介護保険になると週２回なることがあるのです。

従来のサービスが大きく下がってしまうのです。障害者福祉は税金でやっています、介護

保険は保険と税金で賄われています。サービスを切れ目なくやるにはどうするかです。従

来の障害者福祉を受けてきた人は６５歳になると介護保険を優先的に適用するのですが、

デイサービスを従来週５日受けてきた人が介護保険では２日しか提供できない場合、残り

３日は障害者福祉で提供することでいいということになっています。その調整がうまくい

かない。障害者福祉と介護保険の押し付け合いになったりするのです。このように現場で

は介護保険と障害者福祉をどのように行っていくかということが議論されているのです。

これは霞ヶ関では決まりません。現場でやり方がいろいろ違うからです。その議論の積み

重ねで、どうしても法律改正しなければということで霞ヶ関に上がっていくわけです。現

場の実践をどう国会で議論して法律にしていくかが問われています。国会の議論はそうし

た過程を踏まえて出てくるのです。国会の議論を変えようと思ったら、現場の議論を徹底

してやって、国会にどう反映させるかです。議員に国会の委員会の前の作業グループで議

論をリードしてもらう作業が必要です。その人たちをどうするかという現場を持っている

かどうかです。その意味で昨日の大和郡山の現場は面白かったです。 
 県の場合は県職がそのような議論を組み立てる場を作ることが必要です。 
 

４ 社会保障政策における自治体の役割 

 子育て支援は市町村の仕事です。保育所です。最近は子供の医療費です。京都市は１０

月１日から小学校卒業までの通院医療費を援助する制度を設けました。大阪の橋下改革が

ありますが、中心は若者支援です。高齢者には冷たい。中学校給食をやるといっています。

８月より区長権限を拡大する。その中に学校給食をやるかやらないか決める権限を含めて

います。保護者はやってもらいたい。これは多くの母親に受けているようです。弁当を作

るのは大変ですから。子育て支援では橋下市政はうまく風に乗っかっています。私は本気

ではなく風向きを考えているだけだとは思いますが。大阪市労連が市政調査会というのを

作っています。「市政研究」という機関誌を発行しており、市政調査会の会長を今やってい

ますが、大阪市庁舎から追い出されました。昨年１２月の終わりに橋下氏と交渉しました。

その時は、賃借料を全額払えということでした。ところが、１月に維新の会の議員が交通

局労組の選挙違反事件を取り上げたもので、ころっと話が変わり、地方公務員法違反をや
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るような組合は庁舎に置いてはおけないということになりました。市労連は速く決断し、

本町駅に民間のビルを借りてそこ組合事務所を移転しました。組合の自立性を保つには賛

成です。 
 子育て支援は自治体の仕事なので、社会保障４経費は自治体が半分以上は責任を持って

います。社会保障４経費のうち、年金―国民年金は自治体の事務だったものを返上しまし

た。しかし、自治体の事務だったときの国民年金の徴収率は９割あったものが、自治体の

事務から外れたとたん６割に下がってしまいました。これから消費税の負担を生かしてい

るかどうかは自治体も責任を持って答えなければなりません。医療政策はどうしているか。

医療政策も自治体のがんばりによって変わってくる。地域医療―長野県の場合は高齢者の

１人当たり医療費は全国最低です。疾病率も低く健康寿命が長い。なぜかというと３０年

以上ＰＰＫ運動をやってきたからです。「ピンピンコロリ」運動です。９０歳までピンピン

生きてコロリといこうやということです。医療費がかかりません。保健師さんと保健指導

員が回る仕組みです。昭和２０年代は農夫症ということで、農薬で多くの方が苦しみまし

た。リンゴなどの果樹栽培ですごい農薬をまいたのです。それから高血圧―脳溢血です。

野沢菜漬です。お茶の時間に大きい鉢に山盛りの野沢菜が出てきてそれを食べながらお茶

を飲むのです。塩の取りすぎです。それを止めておこうというのがＰＰＫ運動の始まりで

す。食生活改善をしたのです。国民健康保健への県への移管には疑問を持っています。市

町村国保は財政的には助かるかも知れませんが、かえって医療費が高くなるのではないで

しょうか。健康管理に責任を持たないとだめです。市町村国保に経営責任を残すべきです。 
さて医療・介護に１．６兆円、年金制度改善に０．６兆円、貧困・格差対策で１．４兆

円ですが、宮本太郎さんの論評を見てみましょう。「人生前半の社会保障」の議論が始まり、

一部制度化されたが、もっと議論が必要で、日本の家族政策支出は、子育て支援の０．７

兆円を加えても増税分１３．５兆円の５％にとどまる。ＧＤＰ比で１．２％程度で、せめ

てＯＥＣＤ平均の１．９％程度の水準は目指すべきだというものです。子ども手当（児童

手当に名称が戻ってしまいましたが）の狙いは「人生前半の社会保障」への転換の一つで

す。従来の児童手当は小学校入学前まででした。児童手当になっても中学生までは出ます。

それでも、他のＯＥＣＤ諸国と比較すると全く足りないわけです。それを拡充をしなけれ

ばなりません。子供の医療費は自治体が先行していますが、それが徐々に広がっていって、

どこかで国が転換せざるを得ない。政策を変えていくのは、現場が具体的に困っているも

のを助ける、そのための職員のがんばり・ネットワークによって変わってくるのです。国

会の議論を変えるのは地域での実践です。 
 

５ 積極的労働市場政策への転換 
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さらに宮本さんの論評が

続きます。また、全世代対

応型のもう一つの柱は、若

年層を中心とした就労支

援、積極的労働市場政策

（失業に失業手当の給付

などを通し受動的に対応

する「消極的労働市場政

策」に対し、職業訓練や職

業紹介などを通じて失業

者の雇用を拡大し、労働の

需要供給ギャップを埋め

ていこうとする施策）であ

る。これをきちんとやってきたのが、スウェーデンやデンマークといった北欧諸国です。

イギリスや米国でもいろいろやっていますが、日本は積極的労働市場政策は弱い。職業訓

練ですが、福井県の場合はどうでしょうか。どんどんニーズに合わせて変えなければなり

ません。福井県の職業訓練で必要な職業訓練は何かということで、変えて行かねばいけま

せん。それによって、若い人が県外に行かなくて済むのです。若い人が帰ってくるために

も福井県独自の職業訓練を作らなければなりません。具体的に企業と組んで、雇用を確保

しながらやっていけば変わります。やることは沢山あります。積極的労働市場の福井版で

す。民間はいろいろやっています。民間のノウハウを生かしながらやっていく。若年者・

障害者の就労支援はハローワークがやっています。でもハローワークがやっている無料職

業紹介事業は、県がやったり市町村がやってもいい。鳥取県は県がやっています。高校で

も無料職業紹介所をやっています。届出だけでいいのですが、やるだけの力がないといけ

ない。相談にはスキルが必要です。話を聞かないとニーズが分からない。カウンセリング

の能力を持った相談員をきちんと養成しなければなりません。その上で、働く場を確保し

なければなりません。出口を自力で確保しなければなりません。求人の開発を自治体がや

るべきでしょう。各企業を回ることです。あなたの企業ではどのような人を求めているか、

どういう人が欲しいかを一軒一軒回ることです。大阪府狭山市の就労支援課長は朝の新聞

の折り込みチラシを見て、求人募集があるとそこに電話して、その求人をうちにくれない

といって、具体的に繋がるわけです。就労支援も具体的になると面白くなります。「人生前

半の社会保障」の議論はほとんど自治体の仕事です。 
さらに宮本さんの論評ですが、高齢者３経費に子育て支援だけではなく、就労支援を加

えた、「社会保障５経費」へと転換すべきだが、それができていない。財務省のガードは固

い。職業訓練を条件に雇用保険の受給資格がない失業者に月額１０万円を支給する求職者

支援制度が２０１１年１１月からスタートしたが、これは労働保険特別会計を財源として
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いるものだ。労働市場にはいれない若者支援に労使折半の労働保険で応じるには限界があ

る。 
 

６ 消費税の逆進性対策――軽減税率あるいは給付付き税額控除 

一体改革は税制改革の柱に逆進性がある消費税増税を据え、軽減税率なども導入しない

（３党合意では公明党が複数税率導入を主張）。したがって、社会保障が再配分機能を回復

していくことは尚のこと重要になる（宮本）。消費税の逆進性は一応証明されています。誰

でも消費税は５％ですから、高額所得者ほど負担割合が低くなる。５０００万円の高額所

得者は５０００万円全てを消費はしません。１０００万円消費すると消費税５％で５０万

円です。５０００万円の所得に対する負担割合は 1％に過ぎない。ところが年収１３０万円

の貧困層の人は６．５万円になりますから、負担割合は５％。低所得者程もろに負担する

ことになるのです。これが逆進性です。高い付加価値税を設けている諸国では、食品に対

しては０税率を掛けるとか、２０％の税率でも食品は５％の軽減税率とるとかしています。

食品を５％にすると相当税収は減ります。８兆円くらいになります。財政再建のために消

費税を上げようとしているわけですから、それはないよとなります。財務省素案では軽減

税率は全くだめだとなったが、３党合意では軽減税率を検討することとなっています。し

かし、マイナンバー制度などの問題もあります。素案の段階では軽減税率を入れないこと

となっていましたので、社会保障で再分配機能を高めようということでいくつかのメニュ

ーが上がっています。逆進性を緩和するのに、軽減税率を入れるのが一つのやり方ですが、

もう一つは低所得者への現金給付を伴う「給付付き税額控除」の導入に向けて検討すると

いうことです。定額減税とは違って、定額減税は所得税を納めている人には恩恵がありま

すが、所得のない人には何の益にもなりません。そのような人にも意味のある減税とは給

付付きの税額控除です。１０万円納税を減らせば所得税３０万の人は２０万円納めればよ

いことになるし、所得税０円の人はマイナス１０万円＝１０万円給付することになります。

これですと、所得税を納めない人にも救済になります。減税を低所得者にも及ぼすには給

付付き税額控除は効果があります。米国・イギリス・韓国などがやっています。これを３

党合意では導入に向けて検討することとしたのです。これをどっちかやるか、両方やるか、

どこまでやるかですが、いずれにしても、きちんと見ていかねばなりません。 
 

７ マイナンバー制度について 

 年金については豊かな年金受給者への給付を削減しつつ、低所得者への加算を実現する。

具体的には年収１０００万円以上の年金受給者の基礎年金については国庫負担分を削減す

る。年金月額が５万４千円程度の低所得者には１万６千円程度の加算を行うことを目指す。

標準報酬月額最高額は１１２万円まで上げる。しかし、これは３党合意では棚上げになっ
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ています。 
介護保険では、低所得者の保険料を軽減する。総報酬制（ボーナスを含む）として所得

比例による拠出を求める。（健康保険、厚生年金、介護保険で２００３年から既に導入して

いる。国保についても、所得水準の高い国保組合への補助を削減し、低所得者の保険料負

担の引き下げを行う。介護保険料の段階は増えていて、上の方は保険料を上げ、下の方は

下げて、介護保険の中での再配分機能を相当程度活用しています。 
制度横断的には、医療・介護・保育などの公共サービス負担について合算した上で「負

担上限を設ける総合合算制度」を導入する。高額介護療養費合算制度は２００８年度より

入っています。医療費と介護費の自己負担分の合計が５４万円以上を拡充するということ

です。この検討を行う研究会が５月２８日に立ち上がっています（座長は駒村康平慶大教

授）。高齢者にとっては病気が多いし介護負担もあるので助かります。マイナンバー制度に

ついては７月２６日の夜に民主・自民・公明の三党政調会長が会談し、修正合意が出来ま

したので、８月中旬までに衆院通過方針を確認しています。２０１５年までに全員にＩＣ

カードを配る。みなさんも健康保険証や住基カードなどのカードを持っていますが、それ

を統合しようという議論もあります。その設計はまだです。納税者番号制度では一度失敗

しています。反対論が強いのです。みなさんどう思われますか。私は入れるべきだと思い

ます。スウェーデンやデンマークでは入っています。反対は共産党などです。 
（★共通番号制度（マイナンバー）関連法案の成立は自民党の反対で困難な状況） 
 

８ 経済成長至上主義の自民党 

２０１２年の年明けの政局に立つと、一方では「社会の持続可能性」の危機を軽視し、

経済成長が全てを解決するといった議論が強い。経済成長待望論です。これは自民党に強

い意見です。だが、私たちは「いざなぎ超え」の好景気（２００２年春から２００８年６

月までの「好景気」、いざなぎ景気は１９６５年１１月から１９７０年７月までの４年９ヶ

月＝高度経済成長の最後です）のなかで貧困が拡大した経験を持っています。非正規雇用

は２０％から３５％まで増えています。好景気で企業収益は伸びますが、雇用状態は悪化

しています。労働者の取り分を減らすことによって企業収益が改善したのです。経済成長

はもはやそれ自体として社会の持続困難を解決しないことを知っている。底上げ型の成長

のためにも、社会保障改革を急がねばならない。他方では「財政の持続可能性」を無視し

た社会保障改革論が相変わらず多い。異なっているはずの立場が共鳴し、反増税ポピュリ

ズムが強化されていく可能性もある（宮本）。「国民の生活が第一」＝小沢さんも反増税ポ

ピュリズムになる畏れがあります。上げ潮派＝経済成長一本やりで税負担はいやがる。ア

メリカでは共和党・ティーパーテーの議論です。経済成長で救われるのではないので、人

生前半期の社会保障に力を入れていくべきです。 
地方自治体がなにができるか。底上げ型の成長と持続可能な再分配システムをつくるた
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めには、「社会保障５経費」のうち、「介護」、「子育て支援」（もっと広く若年層への所得移

転（と「就労・参加支援」施策を自治体が担う（最初は単独事業で）ことから始まる。ま

た高齢者医療費削減の努力も（長野県や稲城市・和光市の取り組みなど）も可能です。税

と社会保障の一体改革で政権が最初に提起したものに汲み取るべきものはあった。それが

潰されかかっていますが、改革の方向については賛成できます。しかし、それは総選挙で

がらがらポンになるかもしれませんが、中央政界のありようとは別に自治体が自らの力で

新しい社会に向けた取り組みを進めることは可能です。医療制度改革・介護保険制度改革

でも様々に面白いことをやっているところはあります。例えば富山型のデイケアサービス

も成果がでるまでに１５年かかっている。１５年、２０年の実践に耐える力を持っていな

ければなりません。今始めれば間に合うかも知れない。法律はできたけれでも実態は変わ

っていない・実態を変えていくのは現場の力です。自治体がやることは沢山あります。 
「素案」に集約された「一体改革」には、このように多くの問題もある。しかし、私た

ちはだからといって「一体改革」を頓挫させるべきではない。「社会の持続可能性」確保の

ための施策の比重を高め、人々が納得できる再分配のルールを実現し、地方自治体が能動

的に参加保障のサービスに取り組むことのできる条件を広げていく必要がある。そして「一

体改革」を真の構造改革に高めていくべきであるというのが宮本太郎さんの結論です。一

体改革に込められた、民主党の改革に期待をした人たちの意気は貴重だと思っていますか

ら、現実的にどう生かしていくか、可能性は大いにあると思っています。豹変する国の施

策に振り回されるし、時間はかかると思いますが。 

質問 Ｔ 消費税について、導入当初は３％だったのですが、最初から逆進性があると

認めていたと思うのですが、３党合意で逆進性を緩和するというお話でしたがごまかされ

てしまうのではないのでしょうか？ 

澤井 ヨーロッパでは逆進性の緩和策は既に入っています。５％まではまだ我慢ができ

るというレベルだったかもしれませんが、今回の１０％という率になれば、逆進性の緩和

策を入れなければまず無理です。どの範囲まで、その逆進性の緩和対策ができるのかをち

ゃんと見ていかなければならないし、やった後、すぐ検証して直していく議論をしていか

ねばなりません。実践過程の中で直していくデータを我々自身も用意しなければなりませ

ん。給付付き税額控除の場合でも低所得者を全部把握できるのか、マイナンバー制度がき

ちんと機能するかどうか、きちんと必要なところにお金が行っているか、あるいは不必要

なところにお金が行っていないかを見ていかなければなりません。軽減税率の場合は本当

にこれに軽減税率を適用すべきなのか、分けるのが非常に難しいです。水道の水とミネラ

ルウオーターでどうすべきなのかなどです。 

Ｎ 社会保障の高齢者関係３経費ですが、医療に関していけば、診療報酬などは国のたが
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をはめられておりやりにくい部分がありますが、県を見ていると、ほとんど国任せで歯が

ゆい感じがします。もう一点はマイナンバーと国民総背番号制との差違はあるのでしょう

か。 

澤井 納税者番号制度を議論したのは１９９０年代でした。その後パソコンが入り、イ

ンターネットの時代に入りました。なんでもＩＴになりナンバリング制度が入ってきてい

るので抵抗感は少ないと思います。 

Ｎ 抵抗している階層はあるのでは。 

澤井 もうありません。証券業界などももういいみたいです。ネットで登録制度がないと

信用がおけないということですから。むしろ積極的なのではないでしょうか。 
医療の問題は、診療報酬の縛りはありますが、長野県のお話をしましたように、地域で

の取り組みの可能性はあります。介護でも、介護認定の割合は全国平均は１８％ぐらいで

すが、福井は三世代同居率が高いなど家族形態が違うので低いかもしれませんが（福井県

の要介護認定率：１６．８％）、東京都稲城市、埼玉県和光市は認定率１０％未満なのです。

高齢者がボランティアなどに積極的に社会参加する中で、なかなか介護認定を受けないの

です。ＰＰＫということで長野と同じなのです。福井は家族形態が含み資産かもしれませ

ん。 

Ｎ ３党合意の中で国民会議に投げている部分が多いが我々は見えませんが。 

澤井 声を上げて行くべきです。決まっていないのだから変えていく可能性もある。とこ

ろで、自民党は家族が含み資産論です。議論としては家族介護を過度に残そうとしていま

す。漫才のタレントの生活保護費を攻撃した片山さつき議員の議論は典型的でした。 
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